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JCLP: 計245社、売上合計155兆円、従業員計364万人、電力需要合計約760億 kWh （総消費電力の約８%）

JCLPは、脱炭素社会の早期実現に取り組む企業グループです。

多様な業種が集まり、再エネの利用拡大を含む率先行動や政策提言活動で協働しています。

※2024年8月時点 ロゴ未掲載企業あり。売上・従業員数は連結ベース概算（外国法人は国内の従業員数のみ加算）最新版はこちら https://japan-clp.jp/

https://japan-clp.jp/


• 日本では高温や豪雨などの異常気象に対する気候変

動の影響が示唆されている。

• 気候変動に伴う世界の経済損失は2050年に年間

38兆㌦（気候変動対策費の約6倍）との分析がある。
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なぜ企業が脱炭素を進める必要があるのか

• TCFD提言*に基づく企業の情報開示がグローバル・

スタンダードになり、日本を含む世界のGDPの約

55%を占める国・地域がISSB**に準拠した開示基

準を採用の方針へ。

• 今後、投資家や顧客からの要請やエンゲージメントが

厳しくなる見込み。

社会経済の基盤が気候変動により脅かされる 脱炭素への取組が企業競争力に直結

参考： 気象庁、Potsdam Institute for Climate Impact Research

参考： TCFD, IFRS * TCFD提言： 企業の気候変動関連リスク・機会の情報開示を促す提言  
** ISSB： サステナビリティ情報開示に関する国際基準を策定する機関

https://www.jma.go.jp/jma/press/2409/02a/kentoukai20240902.pdf
https://www.pik-potsdam.de/en/news/latest-news/38-trillion-dollars-in-damages-each-year-world-economy-already-committed-to-income-reduction-of-19-due-to-climate-change
https://www.fsb-tcfd.org/
https://www.ifrs.org/news-and-events/news/2024/05/jurisdictions-representing-over-half-the-global-economy-by-gdp-take-steps-towards-issb-standards/


既存製品

（高排出）

グリーン製品

（低排出）
コスト 炭素価格
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なぜ明示的なカーボンプライシングが重要なのか

⚫ カーボンプライシング（CP）の導入により、脱炭素投資の経済合理性が高まる。

☞ 企業は経済合理的に排出削減を進めやすくなる。

⚫ 社会全体の脱炭素に向けて、CPは有効な温室効果ガス（GHG）の排出削減手段。

≪製品のコスト比較のイメージ≫ ≪気候変動政策におけるCPの重要性≫

参考：Stechemesser et al. “Climate policies that achieved major emission reductions: 
Global evidence from two decades.” Science, 
https://www.science.org/doi/10.1126/science.adl6547,  23 Aug, 2024

• 過去20年間に導入された気候変動政策（41か国・
1,500件）を分析した研究において、CPの有効性が
示されている。CP導入前 CP導入後

• CPの導入により、低排出製品の価格競争力が高まる。

既存製品

（高排出）

グリーン製品

（低排出）

コスト 炭素価格

https://www.science.org/doi/10.1126/science.adl6547
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【参考】 JCLPのCPに関する政策提言

⚫ JCLPは、『脱炭素への取り組みが報われる環境整備が必要』という共通認識の下、CPを含む経済的手

法について積極的な導入が進められるべきとの提言を行ってきた。（下表参照）

年月 提言 ポイント

2010年4月
持続可能な低炭素社会に向けた企業グループからの提言
提言⑥ 共負担の原則に基づく効果的で公正な制度設計
ディスカッションペーパー

• GHG排出主体への義務的な目標設定により、公平な取り組みを期待できる。
• GHG排出主体の排出量（枠）を設定し、国の目標を担保する必要。

2015年3月 日本の気候変動政策に関する政策提言
• グリーン経済へ移行すべく 『排出にはコストを、削減には利益（価値）を付与す
ること（炭素の価格付け）』を進めるべき。

2018年11月 パリ協定に基づく長期成長戦略への提言
• 炭素を排出しない（又は排出が小さい）製品やサービスに経済合理性を付与す
るCPが必要。

2019年4月
「パリ協定長期成長戦略懇談会」の提言を踏まえた長期成
長戦略に対する意見書

• CPは、市場、制度のイノベーション。
• 経済的で利便性の高い脱炭素製品やサービスが生まれ、更にそのマーケットが
拡大するという好循環が生まれる。

2021年7月 炭素税及び排出量取引の制度設計推進に向けた意見書

• 社会全体の「行動の変化」と「削減コストの最小化」には、炭素排出量に比例し
た明示的CPが有効。

• クレジットやインターナルカーボンプライシング（ICP）などの自主的な取り組
みのみでは、社会全体の脱炭素は困難。

2022年4月 新しい資本主義による気候危機の克服に向けた意見書
• CPによる「外部不経済の是正」が必要。
• 自主的なクレジット取引のみでは十分な効果は望めない。

2022年11月 成長志向型カーボンプライシングの制度設計に関する提言
• 政府が パリ協定の1.5℃目標に整合する中長期的な炭素価格に対する目標を
明示し、エネルギー転換および産業の構造転換を促すことを求める。

• 透明性や公平性に配慮した制度設計を求める。

2024年7月
日本の次期温室効果ガス削減目標およびエネルギー基本計
画に対する提言

• GX-ETSについて排出量に基づく企業の参加義務化の方向性は歓迎。
• 他は後掲参照。

https://japan-clp.jp/archives/3541
https://japan-clp.jp/cms/wp-content/uploads/2019/05/d6.pdf
https://japan-clp.jp/cms/wp-content/uploads/2019/05/d6.pdf
https://japan-clp.jp/cms/wp-content/uploads/2019/05/Japan-CLP_agenda_20150302.pdf
https://japan-clp.jp/cms/wp-content/uploads/2019/05/JCLP_LTS_20181130.pdf
https://japan-clp.jp/cms/wp-content/uploads/2019/04/jclp_pressrelease_190423.pdf
https://japan-clp.jp/cms/wp-content/uploads/2019/04/jclp_pressrelease_190423.pdf
https://japan-clp.jp/wp-content/uploads/2021/07/JCLP_PolicyProposals_20210728.pdf
https://japan-clp.jp/wp-content/uploads/2022/04/JCLP_PolicyProposals_20220406.pdf
https://japan-clp.jp/wp-content/uploads/2022/10/JCLP_PolicyProposals_20221101.pdf
https://japan-clp.jp/wp-content/uploads/2024/06/20240702_JCLP_NDC-Proposal.pdf
https://japan-clp.jp/wp-content/uploads/2024/06/20240702_JCLP_NDC-Proposal.pdf
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1.5℃目標整合の排出削減と経済成長に向けた提言を公表 （2024年7月）

⚫ 2035年GHG排出削減７５％以上を意図した政策を企業視点で検討。CPは主要各論（5分野）の１つ。

屋根置き等太陽光発電の導入加速
建築物再エネ利用促進法を全国展開

中小向け信用保証制度
多様な太陽光発電の支援→10GW/年導入

洋上風力 産業化・導入加速
浮体式の意欲的目標

事業案件規模を1GW以上に

再エネ中心の電力インフラ改革
地域連系線増強

系統柔軟性向上(蓄電池、DR)
メリットオーダー確立、アグリゲーション拡大

新築建物
遅くとも2030年までにZEB・ZEH原則義務化

ロードマップ策定と実態把握・フォローアップ

既存建物
断熱改修、電化・非化石設備更新、太陽光導入支援

建設時の脱炭素化
低炭素建材利用促進

公共事業での制度的措置（排出量算定要件化等）

車両導入目標の強化
ZEV限定の野心的新車販売比率目標

乗用車は2035年に新車100% BEV・PHEV

充電・充填インフラ普及
充電・充填インフラ導入ロードマップと投資計画
物流事業者等ユーザー企業の視点を含む議論

ZEV開発と導入促進
ZEV商用車の選択肢拡充へ開発支援

ユーザー利便性向上に資する規制緩和・制度運営

省エネ（高効率化等）
省エネ設備支援措置の拡充

省エネ診断の実効性を高める人材育成

電化促進
政府導入目標明示→需要明確化→開発促進

水素等の活用
低炭素基準を満たす水素等の早期供給

需要側設備更新の支援

化石燃料設備ロックイン防止
サプライチェーン脱炭素化

1.5℃整合の炭素価格の予見性付与
価格水準と漸増スケジュールの明示

炭素比例の導入時期前倒し
できるだけ速やかな炭素価格制度導入

1.5℃整合の排出枠設定、透明・公正な割り当て

経済全体への炭素価格浸透
上流から下流へ適切に転嫁される仕組みの構築

国の投資は既存技術の実装促進へ
再エネ・省エネ等の実装促進
中小企業の脱炭素投資支援

① 再エネの導入加速

② 建物の脱炭素化 ③ 自動車のゼロエミッション化

④ 製造業の脱炭素化 ⑤ 効果的カーボンプライシング
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現状の課題（懸念）とCPの制度設計に対する対策案（要望）

⚫ 政府の成長志向型カーボンプライシングの制度設計に対して、本日お伝えしたい点は下記３つ。

①炭素価格の
予見性・水準

②排出量取引の
実効性・公平性

③社会全体への
波及効果
（市場形成）

テーマ 課題（懸念） 対策案（要望）

• 将来的な炭素価格の漸増スケジュー
ルや目標価格が不明確。

• 十分な価格水準が維持されなければ、
脱炭素投資の後押しにはならない。

• 対象事業者（化石燃料輸入事業者・
発電事業者）以外への影響が不明。

• 低排出かつ経済合理性のある製品を
需要家や消費者が選べなければ行動
変容や社会の脱炭素につながらない。

• 任意参加は実効性や公平性に欠ける。

• 排出枠上限（キャップ）がなければ、国
排出削減目標の達成が担保されない。

• 業種間および企業間の公平性に懸念。

• 排出量に基づく企業の参加義務化を進めていただきたい。

• 1.5℃目標に整合的な排出枠設定を検討いただきたい。

• Scope1の高温熱等、効果的な削減策がない分野に対す
る支援・配慮や、グローバル市場を見据えたベンチマーク
基準および有償オークションへのロードマップなど、実効
性や公平性を考慮した制度設計をお願いしたい。

• 政府から、中長期の炭素価格の漸増スケジュールと想
定水準（炭素価格の上限・下限）に関する指針等を検討・
公表していただきたい。

• 製品のライフサイクルGHG排出量や炭素価格が可視化
されて比較できる環境を整備していただきたい。

• 排出量に応じて適切に炭素価格が転嫁される環境を整備
していただきたい。



テーマ① 炭素価格の予見性・水準

⚫ 日本でもICPを設定する企業の増加が見込まれる（ISSB/SSBJ*の情報開示基準も一因となる想定）。
※SSBJ： 日本のサステナビリティ基準委員会

⚫ 政府から1.5℃目標と整合的な中長期の炭素価格の漸増スケジュールや炭素価格の水準が示されれば、

企業の脱炭素投資の後押しになる。

2030年, 

¥18,410 

2040年, 

¥26,957 

2050年, 

¥32,875 
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≪中長期の炭素価格の漸増スケジュールのイメージ≫

※下図はIEA ネットゼロシナリオの先進国の炭素価格に基づく

≪企業の投資行動のイメージ≫

ZEB
ビル・オーナー

ビル・テナント

低排出のビルに入居した方が
SCOPE2が削減できるし、

炭素価格の支払いが少なくて得だ！

非ZEB

将来的に炭素価格が高くなりそうだ
今後建設するビルはZEBを増やそう！
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https://www.ssb-j.jp/jp/list-ssbj_2.html
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事例：ICPによる脱炭素投資推進

⚫ 大和ハウス工業では、ICP導入により脱炭素投資促進と収益確保の両立に取り組んでいる。

⚫ 環境に良い製品であっても、経済合理性のない投資はできず、綿密な制度設計と覚悟が必要。

企業の取組

参考：大和ハウス工業株式会社

• ICP導入による投資基準の運用方法

1. 2030年の義務化水準（1,200t-
CO2/年）を基準とし、Nearly 
ZEB以上は削減量にICP価格
（2万円/t-CO2）を乗じた金額を
「みなし利益」として上乗せして投資
判断。

2. 実際の収益見込み（実IRR）の下限
を設定し、収益性も確保。

• 結果

ZEB・Nearly ZEB案件が増加。

＜不動産関連投資（寿命の長い建物の評価）＞

20,000円／t-CO2（将来価格の累積平均）

＜その他（省エネ設備投資などの評価）＞

4,000円／t-CO2 直近の価格採用）

https://www.env.go.jp/content/000172470.pdf
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ICP導入に関する課題（価格設定の難しさ）

⚫ 大和ハウス工業では、投資回収期間（≒耐用年数）に応じてICPの炭素価格を設定。

⚫ 同一業界内でもICPの価格設定や対象スコープにはばらつきがあり、他社比較は参考になりにくい。

企業の取組

参考：大和ハウス工業株式会社

＜不動産関連投資（寿命の長い建物の評価）＞

20,000円／t-CO2（将来価格の累積平均）

＜その他（省エネ設備投資などの評価）＞

4,000円／t-CO2 直近の価格採用）

■2030～50年までの炭素価格 ※WEO2022｜NZEシナリオ、先進国より

■大和ハウス工業のICP価格

https://www.env.go.jp/content/000172470.pdf


• 一定排出量以上は参加義務

• 国の削減目標に基づき総排
出量にキャップがかかる
（量のコントロールが可能）

• 価格は市場取引で決まるた
め予見性が低い

11

テーマ② 排出量取引の実効性・公平性

⚫ 制度の実効性を高めるため、一定排出量以上の企業の参加義務化、企業の目標評価、遵守義務の導入と

ともに、引き続き排出枠の設定を検討いただきたい。加えて、公平・公正な制度設計をお願いしたい。

≪JCLP会員企業から寄せられた声≫
（アンケート対象：正会員・準会員 ※回答企業の3/4はGXリーグに参加）

CPの種類と特徴 日本の制度（想定）

炭素税

≪CPの制度・特徴と日本の制度の比較≫

排出量取引（ETS）

化石燃料賦課金

GX-ETS

• 任意参加 → 義務参加

• 排出枠（キャップ）無し

• 参加企業が各社の目標設定に
対して第三者評価を得る

• 価格の上限・下限を定める

• 炭素価格が明確

• 排出量のコントロールは難
しい

• 同左

国の排出削減目標達成に
有効なのか？

設問： 日本政府の成長志向型カーボンプライシングやGX
リーグついて、課題や要望事項等があれば教えてください。

現状、各企業が設定した目標値をもとに取引市場を構築されてま
すが、公平性の観点で課題があるように思います。

各企業の事業活動に反映させるうえで、更なる政策の予見性
（カーボンプライシングの価格水準、時間軸等）や、遵守義務等の
規制強化が求められるものと考えます。

Group G/Xにかかわらず、中・短期的には代替が難しい技術や
設備（例：高温帯の炉）を対象にした先行投資、補助金、税制優遇
措置を拡充することで、早期の技術実用化をご支援いただきたい。

排出量制限（キャップ）について、対象となるセクター全体を通し
ての削減量はG7の国際公約である2035年までに世界の排出量
を60％以上（2019年比）削減することを最低ベースラインとし、
科学的根拠のある1.5度シナリオの高みを目指す水準を示すこと
が制度の実行性を担保するために、極めて重要と考えられます。

減免は公正かつ正当な理由がある場合にのみ認められるべき。
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テーマ③ 社会全体への波及効果 （市場形成）

⚫ 需給双方の行動変容と社会全体の脱炭素には、製品のライフサイクルGHG排出量や炭素価格が可視化

されて容易に比較できる環境整備や、排出量に応じた炭素価格の転嫁による動機付けが必要。

≪ライフサイクルGHG排出量の比較イメージ≫ ≪排出量に応じた炭素価格転嫁のイメージ≫

凡例： ・排出量 ・炭素価格（化石燃料賦課金・特別事業者負担金）

≪ライフサイクルGHG排出量の比較イメージ≫
※下記の数値は全て架空の例です。

≪排出量に応じた炭素価格転嫁のイメージ≫

ライフサイクルGHG排出量が比較できると
炭素価格上昇に伴うリスク（コスト）を把握しやすくなる

非ZEB

オーナー テナント

化石燃料
輸入事業者

発電事業者

ZEB

上流の炭素価格を排出量に応じて下流に転嫁
※エネルギーや電気の使用量ではなく、排出量/炭素含有量に応じて転嫁する必要。
 実際には最上流から最下流まで複数の事業者を経由する想定。
 上流側での重複は調整する必要。
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